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○玄海町法定外公共物維持補修事業補助金交付要綱 

令和３年３月２２日 

要綱第１３号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、玄海町内の法定外公共物の維持保全のため、各区が行う法

定外公共物の維持補修事業に要する経費に対し、予算の範囲内において補助金

を交付することとし、その補助金については、補助金等に係る予算の執行の適

正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「法」という。）、補助

金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５

号。以下「令」という。）、玄海町補助金等交付規則（令和５年玄海町規則第

２号。以下「規則」という。）及びこの要綱に定めるところによる。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、「法定外公共物」とは、道路法、河川法及び下水道

法の適用及び準用を受けない道路、河川及び水路のうち、農林水産業施設災害

復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律（昭和２５年法律第１６９号）第

２条第１項に規定する農業用施設を除くものをいう。 

（補助対象事業及び補助率） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業は、区が行う法定外公共物の維持補修工

事とする。 

２ 補助対象経費は、前項の維持補修工事費（工事雑費、測量費、用地費、物件

補償費等を除く。）とする。 

３ 補助金の額は、補助対象経費に２分の１を乗じた額とし、その額に、１００

円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。ただし、１００

万円を限度とする。 

４ 補助金の交付を受けようとする者は、自己又は組織の構成員等が次のいずれ

にも該当する者であってはならない。 

(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 
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(2) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６

号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

(3) 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

(4) 自己、団体若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を

与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者 

(5) 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直

接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

(6) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

(7) 暴力団又は暴力団員であることを知りながら、これらを利用している者 

（補助金の交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする区の区長は、町長に対し誓約書（様式第

１号）を添付して法定外公共物維持補修事業交付申請書（様式第２号）を提出

しなければならない。 

（補助金の交付決定） 

第５条 町長は、前条の申請があったときは、速やかにその内容を審査し、補助

金の交付の可否を決定するものとする。 

２ 町長は、前項の規定により補助金の交付を決定したときは、補助金等交付決

定通知書（規則様式第２号）により区長に通知するものとする。 

（補助金の交付の条件） 

第６条 町長は、補助金の交付の決定をする場合において、補助金の交付の目的

を達成するために、次の各号に掲げる条件を付するものとする。 

(1) 法、令、規則及びこの要綱の規定に従うこと。 

(2) 補助事業に要する経費又は補助事業の内容を変更する場合や、補助事業

を中止し、又は廃止する場合においては、町長の承認を受けること。 

(3) 補助事業が予定の期間に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難とな

った場合においては、速やかに町長に報告してその指示を受けること。 

２ 前項第２号の規定により、町長に変更、中止又は廃止の承認を受けようとす

る場合は、法定外公共物維持補修事業変更承認申請書（様式第３号）を提出し
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なければならない。 

（実績報告） 

第７条 規則第９条に規定する実績報告書は、様式第４号のとおりとする。 

２ 前項の実績報告書の提出期限は、補助事業の完了の日から起算して２０日を

経過した日又は補助金の交付の決定のあった年度の３月３１日のいずれか早

い日とし、その提出部数は１部とする。 

（補助金の交付） 

第８条 規則第１０条の規定により額の確定の通知を受けた区長は、補助金の交

付を受けようとするときは、法定外公共物維持補修事業補助金交付請求書（様

式第５号）を町長に提出しなければならない。 

（概算払等） 

第９条 町長は、特に必要と認めたときは、補助金の全部又は一部を概算払とす

ることができる。 

２ 概算払を受けようとする区長は、法定外公共物維持補修事業補助金交付請求

書（様式第６号）とともに町長が定める書類を提出しなければならない。 

（財産処分の制限） 

第１０条 区長は、補助事業により補修した法定外公共物を町長の承認を受けな

いで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は

担保に供してはならない。 

（補足） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和５年度分の補助金から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。


